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●日 時●２０１８年１１月２８日（水） １３：３０～１６：３０ 
 

●会 場●企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

ネットトラブルに伴 う企 業 のリスク対 策 ・・ ・予 防 から有 事 に至 る 

プロセス毎 のリスクについて企 業 が取 り組 むべきポイントとは？  

ネットトラブル対策と実務ポイント 181291－0403 

（税込み、資料代 含む） 

●ご参加頂きたい方● 

【講師紹介】弁護士・ニューヨーク州弁護士。 東京大学法学部在学中に司法試験と国家公務員試験
（Ⅰ種）に合格。同大学卒業後、新日本製鐵株式会社勤務、1996年に弁護士登録後、ペンシルヴァニア
大学ロースクール（法学修士課程）卒、Kirkland&Ellis 法律事務所（米国）などを経て、現在、弁護士法人
畑中鐵丸法律事務所代表を務める。 多数の企業や政府機関の顧問弁護士を努めるほか、日本弁護
士連合会債権回収に関する委員会(サービサー委員会)副委員長、日本商品先物取引協会あっせん・
調停委員等を歴任。 執筆活動としては、著書「企業ネットトラブル対策バイブル」「戦略的コンプライア
ンス経営」「企業法務バイブル」シリーズ（以上、いずれも弘文堂刊）、「法律オンチが会社を滅ぼす」（東
洋経済新報刊行）、「ヤヴァイ会社の死亡フラグ」(経世出版)のほか、「日経 BizGate」、「会社法務 A2Z」
（第一法規）等、複数の誌面における連載記事の執筆を担当。最新刊は「こんな法務じゃ会社があぶな
い」(第一法規刊) 
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【開催にあたって】 

 
Twitter、FacebookなどのSNSの利用者数が急増する中で、企業が深刻なダメージを

受けるネット上のトラブルが多数発生しています。また、同時に従業員による不適切なソ

ーシャルメディア利用に起因するレピュテーションリスク（従業員派生型）を予防するた

め、社内管理体制の整備についても求められています。 

そこで本セミナーでは、ネット上のトラブルに伴う企業の実務対策について、この問題

に詳しい弁護士 畑中鐵丸氏をお招きして、多数の事例を踏まえながら、予防から有事

に至るプロセス毎のリスクについて企業が取り組むべきポイントは何なのか。その対処

法について解説して頂きます。是非、この機会に皆様のご参加をお待ちしております。 

 
第１ ネットトラブル対策 課題概要 
 
１．はじめに         ２．ネットトラブルの実例 
３．ネットトラブル対策の実践上の課題と対応の基本 
 
第 2 ネットトラブルを防止する社内管理体制の整備 
 
１．“放置する”の判断ははたしてベターか？  

（１）日常業務としての認知・発見作業   

（２）社内チャイニーズ・ウォールの設定 

２．従業員の SNS 利用そのものを規制することははたして可能か？ 

３．従業員によるネット不祥事を防止する社内体制の構築  

（１）従業員教育のポイント 

（２）従業員のパソコン管理の可否 

  （３）ソーシャルメディアポリシーの策定する真の狙い 

（４）従業員等の守秘義務管理について   

  （５）内定学生や非正規従業員（パートタイム）への誓約書は必要か？ 

 

第 3 ネットトラブル対策 有事対応フェーズにおける課題 
 
１．相談先の選択       ２．各種手続の解説 

３．各種手続の考察      ４．実践上のポイント 

 

第 4 ネットトラブル対策に関連した特殊な課題・新たな課題 
 
１．企業内関与者の処分と労働法務   

（１）企業内関与者の捜索    （２）企業内関与者の処分 

２．プレスリリース（マスコミ対応） 

（１）プレスリリースの要否   （２）プレスリリースの工夫 

３．上場企業特有の課題 

（１）株主総会対策       （２）証券取引等監視委員会等への対応 

 


